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【要旨】　近年，フリーランスに代表される，非典型的な労働者の保護について，フリーランス新法と呼ばれる特

定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律の制定や，不当労働行為に関する都労委令和 4 年 10 月 4 日（令

和 2 年（不）第 24 号）など，労働法の分野を中心に様々な動きがあり，注目を集めた．また，アメリカでは近時，

生成 AI とコンテンツに関する議論が映画産業従事者による労働運動を通じて提起された．	  

　フリーランスのクリエイターが多く活躍するコンテンツ産業において，フリーランス保護の動向は無縁ではな

い．事業者とクリエイターの交渉の場面で，著作権法と労働法の複合的な知識が要請されつつある．本稿は，コ

ンテンツ産業におけるフリーランス新法を中心とする最近のフリーランス保護の潮流と，著作権法を中心とする

契約リスクへの対応との関係性について検討した．
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【Abstract】 Recently, several movements, which were mainly in the field of the Labor Acts, such as the enactment of 

the act on the fairness of transactions related to specified contracted businesses, which is called “the New Acts on the 

Freelancer”, and the order of The Tokyo Metropolitan Government Labor Relations Commission, dated October 4, 2022, 

concerning the unfair labor practice, have gained attention.　Additionally, in the United States, recently, the discussions 

of the generative AI and the contents were raised through the labor movements by the labor of the motion picture 

industry.　We cannot seem those events to be unrelated to the contents industries, because a great number of the 

creators are active as freelancers.　A negotiation between an enterprise and a creator has been requiring the knowledge 

of the Copyright Act and the Labor Acts.　Therefore, this article discussed the relation between the latest movements 

represented by the New Acts on the Freelancer and the contractual risks with a focus on the copyright act in the 

contents industry.
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1.　はじめに─フリーランス保護の潮流
とコンテンツ産業

コンテンツ産業に従事するクリエイターの労働
は，その性質上，最終的な成果物の受容の予測可能
性や，必要な時間といった観点から，標準的な労働
と異なる非典型的な労働形態に置かれることが多 

い1．例えば，文化芸術に関与する者は，フリーラ
ンスで働くことが多いとされる2．こうした非典型
的な労働形態に置かれる労働者は，労働法規の直接
的な保護が及ばないことから，弱い立場に置かれる
場合があることが問題視されている．
他方，多様な働き方が社会的に広まる中で，近時，
様々な動きがあり，注目を集めている．フリーラン
スの集団的労使間紛争に関する議論が提起されてい
る他，いわゆるフリーランス新法と呼ばれる特定受
託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（以下
「フリーランス法」という．）の制定3が行われてきた．
こうした動向は，コンテンツ産業と無縁ではな 

い4．以上のような，近年のフリーランス保護の潮
流は，特にコンテンツ産業に従事するフリーランス
のクリエイターないしパフォーマー（以下，「クリ
エイティブ・フリーランス」5という．）の契約とい
う観点において，特に著作権法と一定の関係性を生
じる．
一般にクリエイターが事業者に対して有し得る交
渉手段は，表現物に対して自身が有する著作権，著
作隣接権，ないし著作者人格権であることが指摘さ
れている6．さらに，アメリカでは 2023年に生成
AIの利用に対して，映画産業従事者から議論が提
起されたが，それはストライキとして，集団的な労
使間交渉を通じて行われており7，生成 AI及び著作
権への関心が高まっている日本への影響が注目され
ている．そのため，具体的な交渉の場面では，契約
を取り巻く環境の変化を踏まえた対応と同時に，こ
れらの権利に関する対応が必要になる．
また，近年では企業側のコンプライアンス意識の
高まりやコンテンツ制作上のトラブル防止の観点か
ら，表現者である個人とコンテンツ企業の間で口頭
ではなく，書面による契約を締結することが推奨さ

れる傾向がある8．フリーランス法において取引条
件の明示義務（フリーランス法 3条）が定められた
ことは，こうした社会的潮流をさらに加速させる可
能性がある．もっとも，形式的に書面によって合意
されていたとしても，その内容について当事者間で
不満があれば，紛争の発生可能性は残り得る．とり
わけ，著作権契約法に関する議論にみられるように，
著作権の譲渡や報酬，契約の終了などの主要な条項
に係る論点を巡っては，現在でも学説上の議論が続
いている9．そのため，書面による契約の締結とい
う意識が社会的に浸透したとしても，著作権法や関
連法規の複雑さから，今後も紛争リスクがコンテン
ツ産業の契約実務の現場において残り続ける可能性
は高い．
そこで，以下では注目の集まっている，フリーラ
ンス法をはじめとする，近時のフリーランス保護の
動向を踏まえ，クリエイティブ・フリーランスに係
る契約の，コンテンツ事業者における，著作権法を
中心とする契約リスクへの対応について検討する．

2.　フリーランス保護の潮流と著作権法務

2.1.　フリーランス法の制定の著作権法務への影響
2.1.1.　フリーランス法の概要と従前の状況

フリーランス法は，主にフリーランスの取引関係
の適正化と，フリーランスの就業環境の整備という
2つを内容としている10．
前者について，フリーランス法 2条 1項では，「従

業員を使用しない」個人（1号）または「一の代表
者以外に他の役員……がなく，かつ，従業員を使用
しない」法人（2号）である，業務委託の受注者を「特
定受託事業者」として定義する．そして，特定受託
事業者に業務委託を発注する者を「業務委託事業者」
として定義し（フリーランス法 2条 5項），「個人で
あって，従業員を使用するもの」または「法人であっ
て，二以上の役員があり，又は従業員を使用するも
の」に該当する業務委託事業者を，「特定業務委託
事業者」として定義する（フリーランス法 2条 6 

項）11．フリーランス法に基づく取引の適正化に関
する諸規定が，特定受託事業者に対する業務委託に
対して，適用され得る．
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ここでいう「業務委託」は，フリーランス法 2条
3項各号で定義されており，1号により，事業者が
事業のために他の事業者に「情報成果物の作成を委
託」することが含まれる．そして，「情報成果物」
には，フリーランス法 2条 4項 2号によって，「映画，
放送番組その他映像又は音声その他の音響により構
成されるもの」が，3号によって「文字，図形若し
くは記号若しくはこれらの結合又はこれらと色彩の
結合により構成されるもの」が，それぞれ含まれる．
フリーランス法が適用される取引において，発注
者は，給付の内容その他の取引条件の明示義務（フ
リーランス法 3条）を負い，報酬の支払期日（フリー
ランス法 4条）の設定につき制限を受ける他，遵守
事項として，「自己のために金銭，役務その他の経
済上の利益を提供させること」によって，利益を不
当に害すること（フリーランス法 5条 2項 1号）な
どが禁止される．
映像や音楽，文章や絵画などを創作することが想
定される，クリエイティブ・フリーランス全般につ
いて，幅広くフリーランス法の適用対象として含ま
れることになり，上記の保護を受けることになり得
る．
後者の就業環境については，募集情報の表示の制
限（フリーランス法 12条），妊娠，出産等への配慮
（フリーランス法 13条）に関する規定がある．その
他，フリーランス法 14条 1項各号で「業務委託に
関して行われる言動に起因する問題に関して講ずべ
き措置」として，ハラスメントによって就業環境を
害することへの必要な体制整備を講じることが求め
られている．
従来から，下請法などによって，取引条件等につ
いては一定の制約が，発注者には課せられていた．
下請法 2条 6項において，フリーランス法と同様の
規定の情報成果物に関する製造委託等（下請法 2条
5項）を行う際には，同様の規制が存在した（下請
法 3条，4条，5条など．）．もっとも，下請法の適
用対象となる発注者は，親事業者として定義される
下請法 2条 7項各号の資本金に関する要件を充足す
る必要があった．この点は，発注者である業務委託
事業者について資本金の要件を定めないフリーラン
ス法 2条 5項との相違点である12．また，業務の内

容が役務委託13の場合には再委託が適用の対象とさ
れていた（下請法 2条 4項）．この点，フリーラン
ス法 2条 3項 2号は，役務提供の場合の「業務委託」
について，「他の事業者をして自らに役務の提供を
させることを含む」として適用対象を定めている．
しかし，フリーランス法によって導入された，取引
関係についての規制内容自体には，下請法と共通す
る点も多い．
就業環境の整備との関係でも，同様に従来から全
く規制がなかったとまではいえない．裁判例におい
て，業務委託契約の形式であるとしても，実態が指
揮監督の下で労務を提供する関係にあるような場合
には，セクシャルハラスメントやパワーハラスメン
トが会社の安全配慮義務違反を構成するとした裁判
例が存在する14．近年のコンプライアンス意識の社
会的高まりを踏まえても，フリーランス法の制定以
前において，コンテンツ産業の事業者サイドが，ク
リエイティブ・フリーランスの労務環境の整備につ
いて何らの責任も負っていないという状況にあった
とまではいえない15．
2.1.2.　フリーランス法の制定から想定される影響

もっとも，かねてから取引条件や就労環境との関
係で存在した不満について，今般のフリーランス法
の制定及びその内容の周知によって，クリエイティ
ブ・フリーランスの側の権利意識が高まり，紛争が
顕在化する可能性が高まることは考えられる．著作
権に関する取扱いについても，クリエイティブ・フ
リーランスの間では不満が存在することが見られ，
著作権に関する交渉の中でハラスメントを受けたと
する声16もある．そのため，今般の立法の影響とし
て顕在化し得る紛争への予防は，重要となる．
例えば，クリエイティブ・フリーランスの著作権
につき，過度に安価な対価での譲渡やライセンス料
の設定がされる場合や，著作者人格権の不行使を不
当に強制したりする場合，トラブルとなることが想
定される．特に，そうした内容での権利関係や事前
の合意内容に関する修正についての交渉が，制作と
並行して行われるような場合17には，就労中のクリ
エイティブ・フリーランスの側から，交渉態様がパ
ワーハラスメントに該当すると主張され，法的・社
会的なリスクが生じることが懸念される．
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フリーランス法との関係において，厚生労働省の
ガイドラインでは，「客観的にみて，業務委託に係
る業務を遂行する上で必要かつ相当な範囲で行われ
る適正な指示及び通常の取引行為としての交渉の範
囲内の話合いについては，業務委託におけるパワー
ハラスメントには該当しない」とされており，その
判断に際しては，「様々な要素（当該言動の目的，
当該言動を受けた特定受託業務従事者の責めに帰す
べき事由の有無や内容・程度を含む当該言動が行わ
れた経緯や状況，業種・業態，業務の内容・性質，
当該言動の態様・頻度・継続性，行為者との関係性，
通常の取引行為と照らした当該言動の妥当性等）を
総合的に考慮する」とされている他，「事業者間の
通常の取引行為の一環として，取引条件の変更につ
いて協議を行うこと」は，該当しないと記載されて
いる18．契約交渉に際しては，クリエイティブ・フ
リーランスの権利を制限する理由や必要性につい
て，適切な交渉を事前に行い，事後的な紛争リスク
を減らす必要性がある．このように，契約締結の際
に，著作権法上のリスクのみでなく，コンプライア
ンス対応の観点からも事前に契約を書面の形で締結
し，双方が納得できる態様で交渉をした上で制作を
行う必要性は高まっている．
なお，法人の業務に従事する者の著作物について
は，著作権法 15条 1項によって，職務著作として，
「その作成の時における契約，勤務規則その他に別
段の定めがない限り」，その法人等に著作権が帰属
し得ることから，創作者保護の文脈において，契約
書によって権利関係を定めることの重要性が従来か
ら指摘されてきた19．この点については，事業者側
も十分に把握していないと思われるような場面もあ
り，紛争において，事業者の側から，フリーランス
の業務委託がされている当事者との間において，職
務著作については主張がされないことも見られてき
た20．
しかし，従業員と同じ立場で制作に関与している
クリエイティブ・フリーランスについても，法人の
指揮命令下において労務を提供している場合には，
従業員と同じ立場であるという点が考慮され，「法
人等の業務に従事する者」の要件を満たし，職務著
作が成立する可能性が指摘されている21．その場合，

最判平成 15年 4月 1日集民第 209号 469頁におい
て示された，法人等の指揮監督下での労務提供の実
態や，金銭の労務提供への対価性といった要素が満
たされる場合には，業務委託や外注の形式であって
も，職務著作が成立し得る．
一方で，労働法の文脈においては，多様化する労
働形態の中での労働者保護という観点から，立法政
策上の保護と並行して，労働基準法及び労働組合法
上の労働者性を拡張することによって，労働者保護
規定を適用させる形での保護も目指されてきた22．
しかし，指揮監督の存在を考慮して，著作権を法人
に帰属させる（つまりクリエイティブ・フリーラン
スには著作権が帰属せず，コンテンツ事業者の側に
帰属する．），職務著作の規定を有する著作権法との
関係は，問題となり得る．著作権法と労働法におけ
る雇用や労働者の概念には相違があり得るものの，
近時の労働法における労働者性の拡張は，理論上は，
職務著作の成立場面を増やすことに繫がるという帰
結も考えられるためである．
こうした労働法上の保護と著作権法上の保護の関
係の整理について，従来の著作権法学では見解の対
立が見られた．一部の見解は，創作者主義の例外で
ある職務著作の成立に関する判断枠組みが，労働基
準法の労働者性と同様の判断枠組みであり，「同じ
労働者（創作者）保護の趣旨」であるとしても，労
働法上の労働者概念と同様に広く解することは，
却って著作権法上の観点からは労働者保護に欠ける
場合があると指摘していた23．他方，著作物を利用
する第三者における権利関係の明確化という職務著
作の制度趣旨や，著作権等を帰属させることが労働
者の救済に資するか疑問であるという点から，実質
的に法人等の内部で就労している者に対して職務著
作の成立を認めることに肯定的な見解も存在してい
る24．労働法上の保護対象を画する労働者性の概念
に対し，職務著作が著作権の権利関係の明確化とい
う異なる趣旨を有することを踏まえれば，後者の見
解のように，労働法上の保護が拡大する一方で，著
作権の帰属による保護が生じる場面が限定される可
能性を許容することは妥当と考えられる．
もっとも，昨今のフリーランス保護の動向を受け，
クリエイティブ・フリーランスの中でも芸能従事者
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について，劇団やマネジメント会社に所属している
場合にはフリーランス法の適用による保護が及ぶと
した上で，労働法による保護ではなく，独禁法・下
請法による保護を通じて行うべきであるとする見 

解25も見られる．契約交渉の観点では，クリエイティ
ブ・フリーランスにとっては，著作権・著作者人格
権，実演家の権利，パブリシティ権などの諸権利が，
交渉において自身の主張を通すための手段となる．
公正な競争を保護する経済法によって，クリエイ
ティブ・フリーランスの保護を図る見解が示され，
それに沿った結果を生じ得る立法が進んでいる状況
にあっては，競争としての側面を有する交渉におい
て，重要な手段である知的財産権についても，その
保護の在り方が変容する可能性は否定できない．昨
今のフリーランス保護の動きとの関係で，どのよう
な展開が生じるかは注目される点である．
いずれにしても，今後は書面による契約を通じた
明確化が志向されることになる．そこでは，契約が
存在しない場合における，当該コンテンツの制作を
遂行した時点での職務著作の成否を，実体的な観点
から両当事者が予測することが必要になる．そこで
の想定される契約の存在しない場合の権利関係は，
契約交渉上の出発点となるためである．その上で，
事業者と表現者の側が，契約によってどのように修
正するのかという点が，交渉上の重要な考慮事項と
なる．

2.2.　フリーランス保護の潮流を踏まえたコンテンツ
産業における契約上のリスク管理

2.2.1.　 契約交渉・締結時におけるリスク対応につい
て

以上のとおり，クリエイティブ・フリーランスと
コンテンツ事業者との間で，書面による契約の締結
が進んだとしても，潜在的に契約後の紛争リスクは
残ると考えられる．特に契約時点では双方が納得し
ていたとしても，事後的に不満が顕在化して紛争が
生じるリスクも想定する必要がある．そうした際に
問題となり得るのが著作者人格権を始めとする，労
働者側の立場であるクリエイティブ・フリーランス
の側からの使用者側の立場であるコンテンツ事業者
への知的財産権の行使である．

そのため，契約が著作権法上の権利処理を適正に
しているのかという点は問題になり得る．フリーラ
ンス法の制定に伴う契約条件の明示化により，契約
の書面化が進んだ場合においても，その内容におい
て，適切な処理が行われていなければ，紛争のリス
クは残る．しかし，知的財産権が関係しない業務委
託も存在することから，フリーランス法 3条及び公
正取引委員会関係特定受託事業者に係る取引の適正
化等に関する法律施行規則（以下「公正取引委員会
規則」という．）1条で，書面明示事項とされてい
る事項に，特に著作権や著作者人格権を含む知的財
産権に関する事項は明示されていない．そのため，
契約交渉の段階から，最終的な契約の時点まで，こ
れらの権利関係について適切な条項が提示ないし合
意されないという場面は想定される．その結果，例
えば，著作者人格権に関する条項がないことで，同
一性保持権との関係において，改変承諾の範囲が問
題となり，黙示の承諾による改変可能な範囲に関す
る判断が裁判所によって行われる可能性がある．実
際，そのような事案は，従来から存在してきた．
東京地判平成 29年 11月 30日（平成 28年（ワ）

第 23604号）では，会社からデザインを請け負って
いた，フリーランスのデザイナーが原告となった．
当該事案では，原告に委託されたデザインについて，
被告である会社が納入後にそのデザインの一部を改
変して使用した行為が，著作権及び著作者人格権（同
一性保持権）の侵害を構成するかが問題とされた．
判決では，「原告が注文書下方の受注確認書に署名
して被告に返送していた．当該注文書には，依頼の
内容と納期，報酬その他の記載があったが，著作権
その他の権利関係についての記載はなかった．また，
原告と被告の間では契約書は作成されなかった」と
の事実が認定されている．上記裁判例では，改変に
ついて当事者間で行われたやり取りから，当初から
被告による使用及び改変を原告が包括的に承諾して
いたと，認定・判断された．なお，この点について
は，クリエイティブ・フリーランスの利益を保護す
る「強力な武器としての機能」が期待される著作者
人格権の性質上，包括的同意の認定は極力回避する
べきであったとの指摘も存在している26．
また，大阪地決平成 25年 9月 6日（平成 25（ヨ）
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第 20003号）においても，業務委託契約は存在した
ものの，改変可能な範囲については特に記載がな
かったことから紛争に至っている．当該裁判例は，
造園家と会社間で展開された事案であり，造園家が
創作した庭への工作物の設置が，同一性保持権の侵
害に該当するか否かという点が問題になった．本件
で裁判所は，「各契約において，著作権については
何らの取り決めもされて」いない状況を認定した上
で，当事者間のやり取りに基づき，黙示の同意の存
在を否定した．
さらに，規定が包括的であり，曖昧であるような
場合にもトラブルが生じ得る．実際の紛争において
も，曖昧な規定であることによって，書面による契
約が存在していながらも紛争になった事例は散見さ
れる．
例えば，東京地判平成 22年 4月 28日（平成 21

年（ワ）第 12902号）は，会社間の紛争だが，タレ
ントのパブリシティ権の許諾について定めた，契約
条項の解釈が問題とされた．当該事案では，その許
諾範囲に争いがあったところ，契約全体の規定内容
を踏まえて当該条項の趣旨を解釈し，「実演家の活
動とは直接の関係を有しない」活動については許諾
範囲が及ばないと，裁判所によって判断されている．
最近でも，東京高決令和 2年 7月 10日（令和元
年（ラ）第 2075号）において，契約条項の解釈が
問題とされた．当該事案では，バンドとマネジメン
ト会社の専属契約の終了後に，バンド名の使用につ
いてパブリシティ権との関係で問題となった．会社
とバンドの間の契約では，バンド「に関する……商
標権，知的財産権，……一切の権利はすべて」会社
に帰属する旨を定める条項が存在した．しかし裁判
所は，「本件専属契約の契約期間中に制作された原
盤及び原版等に関する著作権上の権利，商標権，知
的財産権及び商品化権を含む一切の権利が期間経過
後も被抗告人に帰属する旨を約するにとどまり，芸
名や本件グループ名等についての記載はなく，人格
的権利について定めたものとは解されない」ことか
ら，会社が契約の終了後にグループ名についての権
利行使をすることはできないと判断した．どのよう
な権利を，どのような範囲・期間で帰属させるのか
という点は契約上，明確にされない場合に，事後的

な紛争のリスクとなる．また，合意内容が交渉の経
緯を踏まえない場合にも，同様のリスクは生じ得 

る27．
反対に，東京地判平成 13年 7月 2日（平成 11年

（ワ）17262号）では，会社側に対する権利行使が
制約された．当該事案では，アニメ制作を業とする
原告と，被告である会社との間で，契約が存在した
が，著作者人格権の行使に関して，紛争となった．
当事者間では著作権譲渡契約が締結されていたが，
その際に，原告が被告から「対価の支払を受けて，
本件各著作物を含む対象作品についての著作権及び
あらゆる利用を可能にする一切の権利を譲渡し，か
つ，原告が譲渡の対象とされている権利を専有して
いることを保証したこと」が約されたとの事情が認
定されている．ここでは契約条項の趣旨や，契約締
結の経緯のような関連する事実関係に照らし，著作
者人格権の行使が信義則に反するとされた．
以上のとおり，具体的な定めを契約交渉の中で合
意する際，契約締結時のコンプライアンス対応のみ
でなく，事後的なリスクとの関係でも，権利，対価，
ビジネスでの利用について，具体的に何と対応する，
どのような意味を持つ条項であるのか28，エビデン
スと対照する形で当事者間の交渉経緯を記録してお
くことは，コンテンツ事業者及びクリエイティブ・
フリーランスの双方にとって重要となる29．そのた
めには，契約交渉時に事後的なリスクも踏まえた充
実した交渉が実施されることが必要である．
なお，以上の事案の中でも問題になった著作者人
格権は，契約の書面化によって明記されるように
なったとしても，事後的な紛争リスクを有する可能
性が高い．事業者による著作物の二次利用との関係
で，強い影響を有することになる一方，著作者人格
権は譲渡禁止の権利であるため，職務著作の例外に
よって，法人に直接に著作者人格権が帰属するよう
な場合でなければ，著作者に著作者人格権が帰属す
ることになる30．そこで，著作権に関する契約では，
一般的な対応として著作者人格権の不行使特約が置
かれる．他方で，著作者人格権の不行使特約は，そ
の有効性自体について（特に包括的な著作者人格権
の不行使や放棄条項の場合31），従来から議論が存
在する32．そのため，曖昧さに起因する当事者間の
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認識の齟齬によるトラブルの他，条項の有効性とい
う観点からも明確な規定を定める必要性が高い．
そうした状況を踏まえると，リスクを低減するた
め，紛争が予期される場合や，特定の使用によって
一部の著作者人格権を制限する必要がある場合に
は，ある程度，より具体的な内容を契約に盛り込む
ことが必要な場合も想定される．その際，コンテン
ツの制作上，必要な作業がクリエイターの権利に関
係する場合，改変可能な範囲を含め，具体的に想定
される使用態様や，当事者間の意思を適正に反映し
た処理を行う必要がある．契約について文書の形で
締結することが重要化する中で，具体的にどのよう
にドラフトするのかという点は，特に注意する必要
性が高い．こうした実体的な権利関係を定めるドラ
フティングの他，交渉の機会を定める手続的な規定
を置くという提案も存在する33．
さらに，そうした点を超えて，フリーランス法の
制定に伴い，例えば著作者人格権の不行使特約との
関係でも，その対価などを明示・考慮することは，
必要になるだろうか．公正取引委員会規則 1条 1項
7号で報酬についても明示することが要請されると
ころ，行政解釈では，知的財産権の譲渡・許諾があ
る場合について，「業務委託の目的物たる給付に関
し，特定受託事業者の知的財産権が発生する場合に
おいて，業務委託事業者が目的物を給付させる（役
務の提供委託については，役務を提供させる）とと
もに，当該知的財産権を自らに譲渡・許諾させるこ
とを含めて業務委託を行う場合には，当該知的財産
権の譲渡・許諾に係る対価を報酬に加える必要があ
る．」と記載されている34．
著作者人格権の不行使条項も，著作者人格権許諾
と捉えることは可能であり，「知的財産権を自らに
……許諾させる」場合に当たり得る．他方，その性
質上，一般的に非財産権であると考えられている著
作者人格権を他の知的財産権と同様に扱うことには
疑問の余地もある．著作者人格の不行使特約につい
て，具体的に何を目的に，どのような内容を合意す
るのかという点や，個別の契約当事者間の交渉状況
に依存せざるを得ないが，対象や目的を明確にしつ
つ，対価が著作者人格権の不行使を度外視して設定
されていると解釈されないようにすることが，リス

クの低い対応であると考えられる35．
もっとも，実際には知的財産権の処理について，
交渉・考慮されていない（または交渉上その痕跡が
ない）にもかかわらず，対価に考慮され，含まれて
いると契約条項に規定する場合，事後的にトラブル
となる可能性がある．フリーランス法 5条 1項 4号
との関係を踏まえ，給付の内容との関係上，著しく
不当な対価ではないということを示す上でも，当事
者間の紛争リスクの低減には適切な交渉の結果，対
価が定められたということが認識できる点も重要と
なる．そのため，個別のビジネスやコンテンツ制作
の事情や，当事者相互の意向について，交渉を通じ
て，適切に契約条件として明示し，契約条項へ反映
することが必要になる．
また，対価や報酬に関する条項については，過度
に低い場合，民法 90条に基づき効力が争われる可
能性があるものの，実際に無効となる場合は相当に
限られると指摘されている36．この点，フリーラン
ス法において対価や報酬については，取引関係の適
正化の趣旨から契約条件として明示することが要請
されているが，契約で適切に明確化することが難し
い場合については，一定の限界も存在しており，依
然として紛争のリスクを残し得る．
具体的には，フリーランス法 3条 1項は，対価を
決めることができないことについて正当な理由があ
る場合，「その明示を要しない」とする．また，公
正取引委員会規則 1条 3項では，「具体的な金額の
明示をすることが困難なやむを得ない事情がある場
合には，報酬の具体的な金額を定めることとなる算
定方法の明示をすることをもって足りる」とする．
コンテンツ産業において，その成果物が生じる収益
が不明であるという事情が，「具体的な金額の明示
をすることが困難なやむを得ない」事情に当たるか
という点につき，事業者とクリエイティブ・フリー
ランスの間での利害の対立が生じ得る．
もっとも，「正当な理由」の存在する場合に定め
ないことを許容する条文は，フリーランス法 3条 1

項のただし書という形で定められている他，同ただ
し書では，内容が定められた後には直ちに書面の形
で明示することも事業者側には要請されている．そ
こで，トラブル防止のため，クリエイティブ・フリー
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ランスとの間で，事業者が適切な議論を契約締結時
の段階で経る必要性は，高いといえる．
2.2.2.　契約期間中のリスク対応について

前記のとおり，契約期間中のコンテンツ事業者と，
クリエイティブ・フリーランスの間のやり取りにつ
いては，ハラスメントを構成しないように注意する
必要がある．特に，著作権の権利処理や許諾範囲の
変更等に関する交渉が，契約期間中に並行すること
になるような場合には，前記のようなクリエイティ
ブ・フリーランスの側における不満があることも踏
まえ，適切な態様で交渉が行われる必要がある．
加えて，最近では，2023年 3月 28日付・都労委
令和 2年（不）第 80号におけるインストラクター
で構成される労働組合，2024年 10月 4日付・都労
委令和 2年（不）第 24号におけるギグワーカーに
よって組織された労働組合といった，フリーランス
の労働者によって組織される労働組合が関係する事
案が注目されている．フリーランス保護の社会的潮
流も相まって，コンテンツ産業の事業者において，
著作権法に加え，労働法の展開についても踏まえた，
契約期間中のリスク管理の必要が生じる可能性があ
る．
特に以前から，クリエイティブ・フリーランスの
場合，事業者からの独立性に幅があり，その活動形
態が様々であることから，例えば楽団員についての
労働法上の労働者性が多様な場面・事案において争
われるなど37，労働関係の紛争が生じることが多く
見られてきた．この点は，事業者が対応をするに当
たり，考慮を要する点である．企業や楽団に専属し
ている実演家のような，経済的従属性が高く，相対
的に独立的ではない立場のクリエイティブ・フリー
ランスの場合には，特に契約期間中の待遇の問題が，
労働法の問題と結びつきやすいと考えられる．
過去の判例でも，実演家による労働紛争であり，
クリエイティブ・フリーランスによる紛争と観念で
きる事例が存在してきた．最判 昭和 51年 5月 6日
民集第 30巻 4号 437頁及び最判平成 23年 4月 12

日民集 65巻 3号 943頁は，労働組合法上の労働者
性を主たる争点としていたが，いずれも実演家によ
る労働紛争と捉えることができる．前者は民間放送
会社と専属出演契約を締結していた放送管弦楽団

員，後者は，公演を主催する財団法人と出演契約を
締結している合唱団員との間での，待遇に関する対
立に起因していた．
さらに，近年ではアメリカで見られたような，AI

の導入に関する問題もある．2023年 11月，生成 AI

の急速な発展を受け，表現物への AIの使用制限に
関する議論が，労働者の待遇を巡る問題38と結びつ
く形で，ハリウッドの脚本家や俳優によって構成さ
れる労働組合の労使間交渉を通じて行われた39こと
が注目されている．
日米の労働運動や背景となる文化産業の構造には
相違40が存在しており，合同労働組合に関する日本
の実情41や権利者団体と業界団体による著作権に関
する交渉の歴史42を踏まえても，同種の運動・トラ
ブルが日本で直ちに発生するリスクは必ずしも高い
とはいえない．しかし，かねてから実演家をはじめ
とするクリエイターの権利保護における労働協約の
有用性は注目されてきた43他，近時でも AI・アル
ゴリズムの労働現場への導入に対しては，労働運動
を通じた適切な統制について期待する見解が存在す
る44．実際，上記の労働運動については，日本への
影響が注目されている45．
また，契約期間中のリスク対応は，新型コロナウ
イルスの流行以降における，コンテンツ産業のビジ
ネスモデルの変容によっても，重要性を増している．
近年では，楽団が自団体の過去の音源の配信による
事業継続・収益基盤の確保を目指すビジネスモデル
が，入場料収入に頼らない新たな事業活動の好事例
として注目されている46．入場料収入によらない収
益基盤の確立が，講演の回数や，パフォーマーの待
遇，配信事業等による収益の演奏家への報酬による
還元との関係で不満を生じる可能性がある．配信の
プラットフォームや，広告などに係る，様々な当事
者を含む形で配信が行われている場合，権利者との
労働紛争または知財紛争は，コンテンツ収益や社会
的評価に対する影響を生じ得る．そのため，安定し
た長期的なコンテンツ収益の実現の観点からは，実
演家などのクリエイティブ・フリーランスとコンテ
ンツ事業者の間の契約関係は，長期的な影響を有す
る場面が増えている．
以上の中で，リスク対応を検討するに当たって，
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クリエイティブ・フリーランスは，契約期間中の待
遇に対して不満を有する場合，労働法上の対応と，
知的財産権の行使という 2つの選択肢を有している
ことが出発点となる．契約交渉の段階で適切に条件
が示され，明確な形で合意をすることは，契約期間
中のリスク対応にも意味を有する．後者の権利行使
による事業の支障の防止が契約によって可能である
ことに加え，交渉を通じた当事者間での合意が，前
者の労働法上の紛争リスクの予防にも資する可能性
があるためである．
反対に，著作権に関する処理や交渉において不満
が残るような場合には，特にフリーランス法の制定
に伴う，社会的なコンプライアンス意識の高まりや，
かねてから実演家において，実演家の権利保護や待
遇についての不満が存在してきたことも前提にする
と，事後的には労働法上の紛争リスクを残し得る点
に注意をするべきである．この点，取引条件の明示
などとの関係で，フリーランス法の規定に即した交
渉が行われることで，交渉時点での認識の齟齬が少
なくなる可能性が期待できる．
他方，当事者間での認識が全く一致することまで
は期待できない．そもそも契約条件として待遇が明
示された上で合意したとしても，クリエイティブ・
フリーランスの側で完全に満足しないで合意をして
いる場合は想定される47．また，ビジネスモデルの
変化もあり，契約締結当初には納得していたとして
も，事後的に待遇に不満を抱く場合も想定される．
さらに，生成 AIとの関係では，企業側が十分に
事前の協議がされないことも考えられる．コンテン
ツ事業において，クリエイターの制作物が事業者の
AIの学習に使用されたり，効率化のために作業の
一部が生成 AIによって代替・補助されたりする場
合48や，パフォーマンスの評価等に用いられるなど，
多岐にわたる形での利用が想定される．しかし，新
しいデジタル技術を導入した企業を対象としたアン
ケート調査においては，従業員への説明や協議を行
わなかったと回答した企業は 40%近くであったと
いう例も報告されている49．このように，新技術の
導入に際して，労使間で交渉が図られないケースは
少なくない．まして，クリエイティブ・フリーラン
スとコンテンツ事業者の間での労働関係としての意

識は希薄である場合も多い．そのため，クリエイティ
ブ・フリーランスとの関係でも，同様の状況となっ
ていると考えられる．
しかし，以上の状況に反して，特に生成 AIと自
身の表現ないし創作物との関係については，クリエ
イティブ・フリーランスは一般的に強い関心を持っ
ていると考えられる．例えば，生成AIの発展の中で，
クリエイターからは，自身の著作物の無断での学習
や，そうした学習を通じた侵害物の大量生成，作風
や声のような著作権としての保護が及ばない部分が
類似する生成物により仕事が生成 AIに奪われるこ
となどが懸念されている50．特にクリエイターらか
らは，作風のような，著作権法上は保護されないも
のの，自身らの努力によって得られたものについて，
生成 AIとの関係で保護を求める声が強い．その結
果，契約期間中の生成 AIの事業への導入について，
当事者間で認識が一致しない可能性があり，トラブ
ルとなるリスクがある．
なお，前記・平成 23年最高裁判決では，合唱団
員は，音楽家等の個人加盟からなる職能別労働組合
に所属していた．クリエイティブ・フリーランスの
場合，同様の組合を通じた交渉も想定される51．労
使間のトラブルに関する交渉の要求が，事業者を横
断する合同労働組合によってなされた際には，団体
交渉要求事項が義務的交渉事項であるか否か，企業
側の対応が誠実な交渉を行い，労働組合法上の義務
の履行として十分であるか否かが問題という点の検
討も必要になる52．
この点，労働組合法 7条 2号の義務的交渉事項の
範囲は，「団体交渉を申し入れた労働者の団体の構成
員たる労働者の労働条件その他の待遇，当該団体と
使用者との間の団体的労使関係の運営に関する事項
であって，使用者に処分可能なもの」とされる53．
新機械の導入や生産方法の移転など，経営・生産に
関する事項についても，待遇や条件に関係し，「使
用者に処分可能」なものであれば，該当し得ると解
されている54．
以上からすれば，典型的な待遇に関する点は，従
前から裁判例・判例においてクリエイティブ・フリー
ランスが問題となっていた点でもあり，ビジネスモ
デルの変化も踏まえると，リスク管理は，より重要
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といえる．
生成 AIとの関係では，個別の労働条件を離れた，
生成 AIからの一般的な権利の保護の強化や，導入
への一般的な反対をクリエイティブ・フリーランス
の団体から事業者に対して法的に要請することは難
しいものと解される．他方，生成 AIのコンテンツ
事業者側での導入が，クリエイティブ・フリーラン
スらの労働条件ないし待遇に関連する場合には，事
業者における生成 AIの利用や導入について，労働
法上の議論が生じる可能性は否定されない55．著作
権法上の保護がされない対象などについて，当事者
間の契約で不適切な処理がされており，それが待遇
の悪化といった点に繫がっているような場合には，
紛争が発生する懸念は残る．
適切な処理を行うに際して，いわゆるオーバーラ
イド条項に関する問題は，生成 AIの普及に伴い，
今後問題となる可能性がある．著作権法上の著作権
の制限規定を当事者間の合意によって排除する条項
の有効性が問題になると，生成 AIの学習に関係す
る著作権法 30条の 4について，その適用を制限す
ることの当否という議論が生じるためである56．一
般的な契約自由の原則を踏まえれば，当事者間の合
意の下で，かかる条項の効力を認める結論が導かれ
得る．しかし，AI開発の環境整備の社会的意義に
も係わる著作権法 30条の 4の立法趣旨や，当事者
間の公平といった点が，この種の条項に関する合意
の効力に影響することも指摘されている57．以上の
オーバーライド条項の効力に関する議論が現在も続
いている状況は，契約締結時の交渉を難航させる可
能性に加え，当事者間の合意が存在しているとして
も事後的な紛争発生を完全に予防できないというリ
スクを残すものである．
他方，コンテンツ事業者は，契約期間中の上記の
紛争発生時に適切な対応をしないことによって，行
政の公表やマスコミ・SNSを通じた報道に伴い，
炎上や消費者からのイメージの悪化を生じ，収益が
減少するリスクを有する．契約締結時の適切な交渉
は，当事者間の納得を高める意味では，契約期間中
の待遇への不満の発生を予防することにも資するた
め，締結中のリスクとの関係でも重要となる．

2.2.3.　契約終了後のリスク対応について

契約締結時に争点化しやすい点を明確化した契約
を書面で締結したとしても，契約終了後の紛争を全
くなくすことはできない．例えば，フリーランス法
16条では，発注者側からの解除について事前の予
告を要するといった制限が定められているが，フ
リーランス側からの解約に対する違約金などのペナ
ルティの設定に対する対応が十分ではない点が指摘
されている58．そのため，フリーランス法の制定後
においても，クリエイター側からの解除に対して，
コンテンツ産業の事業者が行ったアクションに対す
る，著作権やパブリシティ権に関する，知的財産法
上の裁判例が，契約終了後のリスクを検討する上で
の示唆となり得る．
クリエイターとコンテンツ事業者の間では契約の
終了時に，契約終了に伴う活動の制約との関係で紛
争が生じることが，フリーランス保護との関係で問
題であることが従来から指摘されていた59．実際，
東京地判令和 4年 12月 8日（令和 3年（ワ）第
13043号），知財高判令和 4年 12月 26日（令和 4

年（ネ）第 10059号）といった，ミュージシャンと
契約終了後の会社との間でのパブリシティ権を巡る
紛争が生じているが，これらの裁判例は，対応の指
針として参考になり得る．
前者の東京地裁判決は，原告である会社が被告で
あるアーティストに対し，マネジメント契約の終了
後に，芸名の使用中止を請求したという事案であっ
た．そこでは，アーティストの出演業務に伴うパブ
リシティ権が原始的に会社に帰属するとのマネジメ
ント契約の条項の有効性が問題となった．
裁判所は一身専属的な人格権であるパブリシティ
権の譲渡を定める条項は無効としつつも，財産権的
な利益もパブリシティ権には存在する点からすれ
ば，その譲渡性は一律に否定できないとした．そこ
で，「① それによって原告の利益を保護する必要性
の程度，② それによってもたらされる被告の不利
益の程度及び ③ 代償措置の有無といった事情を考
慮して，合理的な範囲を超えて，被告の利益を制約
するものであると認められる場合には，上記部分は，
社会的相当性を欠き，公序良俗に反するものとして
無効になると解される」とした．その上で，① に
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ついては，投下資本の回収について適切な交渉を経
て設定されていることから，パブリシティ権によっ
て投下資本の回収が図られる点があるとしても，原
告の保護の必要性の程度が高くないとした．② に
ついては，「実質的に，原告の所属から離れて芸能
活動をすることを制約する効果」を認めるなどして，
不利益性を認定した．そして，③ については，印
税などの支払いが，パブリシティ権への対価であっ
たとは認定できないとしている．その結果，契約条
項については無効とされた．なお，原告と被告の契
約では，パブリシティ権に係る芸名の使用について，
原告の許可に係わらせる条項も併せて存在していた
が，同条項についても有効性が否定された．有効で
あるとすると，実質的にパブリシティ権の譲渡を定
める条項を有効とするのと同じ結論になることが問
題とされたためであった．
後者の知財高裁判決は，バンドである原告と，会
社である被告の間で，マネジメント契約の終了後に，
ライブハウスなどに対して，被告が原告にバンド名
の使用を許可していないことなどを通知した点に関
して，損害賠償が被告に対して請求された．当事者
間の契約では，「一切の権利」が会社に帰属する旨
の条項や，会社の事前の承諾のない，契約終了後に
おける第三者との間での契約締結を制限する条項が
存在した．
原審である東京地判令和4年4月28日（令和1（ワ）

第 35186号）では，被告による通知が，原告の営業
の自由を侵害しているとして，請求を一部認容した．
知財高裁では，「パブリシティ権は人格権に基づく
権利であって一審被告会社に譲渡できるとは考え難
い」とした他，権利の帰属についての条項は，マネ
ジメントの便宜のための合意であり，契約終了後の
取り決めであるとはいえないといった，パブリシ
ティ権の帰属に関する点についても言及した．
このように，いずれについても，契約は締結され
ている事案であるが，契約条項及び解約の有効性，
並びに解約後の事業者側の行為の違法性といった点
が問題とされてきた．事業者側としては，契約終了
後に行う対応が，契約や法令上の根拠を十分に有す
るか，また根拠があるとしても当該契約条項が適切
であるかといった検討をする必要がある．さらに，

対応に伴う損害賠償リスクや，紛争に発展すること
自体のビジネス上のリスクも考慮する必要がある．
特に，従来から会社で用いている書式についても，
芸能や音楽など，コンテンツ産業の各種業界に特有
の慣行に基づく条項である場合には，訴訟になった
際に有効性が否定されるリスクもある60．そのため，
そもそも無効リスクも勘案の上61，適切な条項で合
意するためには，条件・場所・期間・態様といった
諸要素の明記が重要となる62．
また，契約や業務の遂行後にもエビデンスを保持
しておくことも，リスク管理として重要である．東
京地判平成 27年 6月 25日（平成 26年（ワ）19866

号）では，タレント活動をしている原告が被告であ
る会社との間で契約に基づき提供した写真やコラム
について，契約の終了後の被告による行為が問題と
なった．当該事案では，写真の著作権者に関する判
断において，職務著作に関する主張がされたことで，
会社からの指示についての事実関係が問題とされて
いる．その他，写真の改変について同一性保持権の
侵害が問題とされているが，契約期間中，一定の変
更について原告である著作権者が許容していると読
むことのできるメールのやり取りがあったことか
ら，その解釈も争点となった．そこでは，一部の変
更を許容するメールの内容は，契約期間中の意向で
あり，契約終了後の変更を正当化しないと結論づけ
られている．
近時の例としても，東京地判令和 5年 5月 31日（令

和 3年（ワ）第 13311号）が存在する．当該事案は，
被告である会社と，被告からの退職後に，同社から
フリーランスとして業務委託を受けていた原告との
間の紛争に関するものである．両者の間では，業務
委託契約が締結されていたが，既に合意によって平
成 22年時点で契約は終了していた．同事案では，
業務委託契約が締結されていたが，それ以外に追加
の合意が存在したか否かという点が問題とされた．
このように，契約の書面や関連する記録は，事後
的な紛争に対するリスク管理でも有用となる．コン
テンツ制作時の状況や，関連するクリエイターとの
コミュニケーションを客観的なエビデンスの形で残
すことは，契約期間中のみでなく，終了後にも一定
程度残すことが必要である．
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以上のとおり，契約終了後には，事業者の対応等
が法令や契約を踏まえた形で行われることや，交渉
や契約期間中の段階のエビデンスの保管が，リスク
管理上，重要となる．この点，契約締結時における
リスク対応として，適切な交渉を行うことは，必要
な条項の設定や，保管対象であるエビデンスの充実
をもたらし得る点で，契約終了後のリスク管理にも
有用である．

3.　結語 ─ 持続可能なコンテンツ産業の
発展のために

労働法分野を中心とするフリーランス保護の動向
は，クリエイティブ・フリーランスなどのコンテン
ツ産業従事者の働き方や，契約交渉の在り方に影響
し得る．そのため，フリーランス保護に関する動向
は，コンテンツ産業の側で，著作権法務との関係も
踏まえつつ，把握する必要性が高い．持続可能なコ
ンテンツ産業の発展のためには，クリエイティブ・
フリーランスなどのコンテンツ産業従事者と，コン
テンツ事業者の間で適切な交渉が行われることが必
要である．
また，人口減少を続ける日本においては，今後の
コンテンツ産業はグローバルな展開をしていくこと
が重要となる．近年の国際市場への事業展開では，
人権を尊重したビジネスの遂行が重要となる．この
傾向は，芸能・芸術分野にも妥当しており，エンター
テイメント・コンテンツ分野の労働問題にも関心が
高まっている63．以上の問題に対し，コンテンツ事
業者は適切な配慮をすることが必要となる．
もっとも，事業者側とクリエイターの対立が激化
して合意形成に失敗して優良なコンテンツの制作・
提供という契約本来の目的が阻害されることや，事
業者がリスクを過度に重視し制作・提供に進まない
という事態も回避する必要がある．そのためには，
相互の理解の下での適切な利害調整として，適切な
交渉の履歴やエビデンスを残しつつ，双方が法令や
コンテンツへの理解を深めた，内容のある交渉が行
われる必要性が高い．特に，契約交渉・締結時，契
約期間中，契約終了後の対応は，相互に関係してお
り，適切な記録を作成し，保存することは，契約の

全体を通じて重要となる．そして，そのためには適
切かつ充実した交渉の実施が前提となる．
一方で，フリーランス法は，具体的な契約の実体
的側面について詳細な規制を定めるものではなく，
手当がされていない点も多い．そのため，契約の内
容については，取引条件の明示等の制約の中で促さ
れる，当事者間の交渉に委ねられている側面もある．
そして著作者人格権の制限に関する合意や，著作権
契約法に関する諸論点（特に近時の社会情勢におい
ては生成 AIと著作権の制限に係るオーバーライド
条項の効力）など，著作権法上の議論が現在も続く
論点が，当事者間の関心事となる場面も想定される．
特に著作権法上の論点がリスクとなり得るコンテン
ツ産業においては，かかるフリーランス保護の社会
的風潮を踏まえ，契約交渉・締結時，契約期間中，
契約終了後の各段階において，相互の関係性や，労
働法をはじめとする当該事案において関連する他の
法令の視点も踏まえつつ，多様な形で関与している
フリーランスについて，適切なリスク管理を行う必
要性が生じる．
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